
事 務 連 絡 

平成 30 年４月２5 日 

 

 

各都道府県財政担当部 

各都道府県公共施設マネジメント担当部 

各都道府県市区町村担当部 

各指定都市財政担当局 

各指定都市公共施設マネジメント担当局 

 

 

総務省自治財政局財務調査課  

 

 

公共施設等の適正管理の更なる推進について 

 

 

公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という。）は、平成 29 年９

月 30 日時点で、全ての地方公共団体の 99.4％にあたる 1,777 団体において策

定済みとなり、現在は、個別施設計画を策定し、また、これらの計画に基づい

た具体的な取組を進めていく段階に入っています。 

こうした中、総務省では、各地方公共団体における取組を一層推進するた

め、「公共施設等適正管理推進事業債」について、平成 30 年度から、長寿命化

事業の対象を拡充するとともに、ユニバーサルデザイン化事業を追加すること

としたところです。また、財政力が弱い団体であっても必要な取組を着実に推

進できるよう、長寿命化事業等について、財政力に応じて交付税措置率を引き

上げることとしたところであり、各地方公共団体においては、これらの措置を

活用し、公共施設の老朽化対策等に着実に取り組んでいただきたいと考えてい

ます。 

すでに、平成 30 年２月 27 日付けで「公共施設等総合管理計画の策定にあた

っての指針」を改訂し、同日付けで事務連絡「公共施設等総合管理計画の更な

る推進のための留意点について」（以下「平成 30 年２月 27 日付け事務連絡」

という。）を発出したところですが、公共施設等の適正管理をより効率的に進

めるためには、長寿命化対策等の効果額を示すことが重要であると考えていま

す。 

ついては、当該改訂された「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指

針」（以下「改訂指針」という。）に基づき、総合管理計画の推進のための取組

を実施するに当たっては、下記のことに御留意いただくよう、改めてお願いし

ます。 

なお、平成 30 年２月 27 日付け事務連絡について、当該事務連絡中、第一の

御中 



 

 

一及び二の部分並びに別紙１については、本事務連絡（別紙１及び別紙２を含

む。）の内容に代えさせていただくことを申し添えます。 

各都道府県及び各指定都市におかれては、本通知の趣旨を十分御理解いただ

くとともに、各都道府県におかれては、貴都道府県内市区町村（指定都市を除

く。）に対しても本事務連絡について速やかに御連絡いただき、その趣旨を周

知いただくようお願いします。 

 

記 

 

第一 改訂指針に基づく総合管理計画の策定・改訂等について 

 

 一 総合管理計画の推進体制等について 

  １ 総合的かつ計画的に公共施設等を管理することができるよう、全庁的

な取組体制について総合管理計画に記載することとしているが、総合管

理計画の策定・改訂の検討の際の情報の洗い出しの段階から、全庁的な体

制を構築して取り組むこと。具体的には、公共施設等の情報を管理・集約

するとともに、各部局において進められる個別施設計画策定の進捗を管

理し、総合管理計画の進捗状況の評価等を集約する部署を定めるととも

に、部局横断的な施設の適正管理の取組を検討する場を設けるなどが想

定されること。（第一 二（２）全庁的な取組体制の構築及び情報管理・

共有方策 関係） 

  ２ 総合管理計画の進捗管理を着実に行うため、ＰＤＣＡサイクルの推進

方針を総合管理計画に記載することとしているが、総合管理計画に定め

たＰＤＣＡサイクルの期間ごとに、設定した数値目標に照らして取組を

評価し、総合管理計画の改訂につなげていくなど、ＰＤＣＡサイクルの確

立に努めること。（第一 二（５）ＰＤＣＡサイクルの推進方針 関係） 

 

 二 総合管理計画の充実について 

  １ 総合管理計画は、中期的な取組の方向性を明らかにするものであるが、

策定の検討時点において把握可能な公共施設等の状態や取組状況等を整

理し策定したものであることから、その内容は、策定後も、総合管理計画

及び個別施設計画の策定に伴い実施する点検・診断や個別施設計画に記

載した対策の内容等を反映させるなど、不断の見直しを実施し順次充実

させていくこと。（第二 二 公共施設等の実態把握及び総合管理計画の

策定・充実 関係） 

２ 総合管理計画に記載すべき事項について、現在の総合管理計画に記載し

ていない地方公共団体においては、記載事項について検討を行い、内容の

充実を図ること。特に、維持管理・更新等に係る中長期的な経費の見込み

やその財源、数値目標等については、総合管理計画の進捗状況等を評価し

ながら効果的に対策を推進していくために重要であることから、まだ定め



 

 

ていない場合には、速やかに検討を行うこと。 

  ３ 公共施設等の現況及び将来の見通しの一項目として、公共施設等の維

持管理・更新等に係る中長期的な経費の見込みを総合管理計画に記載す

ることとしているが、経年や団体間の比較可能性を高める観点から、30 年

程度以上の期間に関し、普通会計と公営事業会計、建築物とインフラ施設

を区分し、維持管理・修繕、改修及び更新等の経費区分ごとに示すこと。

その際、個別施設計画の策定の進捗に合わせ、当該個別施設計画で定めた

具体的な取組の効果を反映したものとするとともに、既存施設を耐用年

数経過時に単純更新した場合の（自然体の）見込みも記載し、長寿命化対

策等の効果額を示すこと。 

    また、当該団体としての現状や課題に対する基本認識を検討するため

にも、中長期的な経費の見込みに対し充当可能な地方債・基金等の財源の

見込みについても、総合管理計画に記載すること。 

    具体的には、各地方公共団体においては、別紙１及び別紙２を参考に、

中長期的な経費の見込み等を総合管理計画に記載すること。 

    なお、中長期的な経費の見込みを含めた総合管理計画の改訂状況等に

ついては、各地方公共団体の毎年度末の状況を調査・公表する予定として

いること。 

（第一 一（３）公共施設等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費の

見込みやこれらの経費に充当可能な地方債・基金等の財源の見込み等 関

係） 

  ４ 総合管理計画において、「公共施設等の管理に関する基本的な考え方」

の一つとして、「ユニバーサルデザイン化の推進方針」について記載する

こととしているが、ユニバーサルデザインの具体的な内容については、

「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」（ユニバーサルデザイン 2020 関

係閣僚会議決定）において、ユニバーサルデザインの街づくりについての

考え方が示されているところであり、この考え方を踏まえたものとする

こと。（第一 二（４）⑥ユニバーサルデザイン化の推進方針 関係） 

 

 

   

 

 

（問合せ先） 

・全体について 

総務省自治財政局財務調査課 

担当： 小谷理事官、成瀬事務官 TEL 03-5253-5647 

・中長期的な経費の見込みについて 

総務省自治財政局財務調査課 

担当： 小谷理事官、成瀬事務官 TEL 03-5253-5647 

・ユニバーサルデザイン化の推進方針について 

総務省自治財政局財務調査課 

担当： 大宅課長補佐、宮野係長 TEL 03-5253-5647 


